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・ また、これらのカンファレンス等については、リアルタイムでの画像を介したコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な機器を用い 
て参加しても差し支えない。 

 

（答）都道府県と医療機関の医療措置協定の締結は令和６年４月から９月末までに行うこととされており、都道府県 
において、協定締結した医療機関を公表することとされている。 また、診療報酬における感染対策向上加算又は外来感
染対策向上加算の届出を行っている医療機関については、地方厚生局のホームページに掲載されているので参照されたい 
 

（地方厚生局ホームページ） 
■関東信越厚生局  
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/chousa/kijyun.html  
※ 「医科」のファイルをご参照ください。受理番号に感染対策１、感染対策２、感 染対策３、外来感染の記載のある 
医療機関が該当します。 

 

 
（答）令和６年９月末までの間は、現に感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算の届出を行っている医療機関と連携す
ることでも差し支えない。なお、令和６年10月以降については、第二種協定指定医療機関と連携することが必要であることから留意
すること。 

（答）医療機関等に研修又は訓練の実施予定日を確認し、高齢者施設等の職員の参加の可否を確認した上で令和
７年３月31日までに当該研修又は訓練に参加できる目処があれば算定してよい 

（答）実地指導の内容について限定するものではないが、以下のものが挙げられる。 
・施設等の感染対策の現状の把握、確認（施設等の建物内の巡回等） 
・施設等の感染対策状況に関する助言・質疑応答 
・個人防護具の着脱方法の実演、演習、指導等 
・感染疑い等が発生した場合の施設等での対応方法（ゾーニング等）に関する説明、助言及び質疑応答 
・その他、施設等のニーズに応じた内容単に、施設等において机上の研修のみを行う場合には算定できない。

【R6.3.15 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）／130】 
（問130）第二種協定指定医療機関との連携について、感染症法に基づく都道府県との医療措置協定の締結
は令和６年９月末までに行うこととされているが、令和６年９月末までの間は、どのような医療機関と連携すれば
よいか。 

【R6.3.15 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）／129】 
（問129）「第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保しているこ
と」とあるが、第二種協定指定医療機関である医療機関をどのように把握すればよいか。また、診療報酬における感
染対策向上加算又は外来感染対策向上加算の届出を行っている医療機関をどのように把握すればよいか。 

【R6.3.15 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）／131】 
（問131）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）について、感染対策向上加算又は外来感染対策向上
加算に係る届出を行った医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加してい
ることとあるが、令和７年３月31日までの間にあっては、３月31日までに研修又は訓練に参加予定であれば算定
してよいか。 

【R6.3.15 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）／132】 
（問132）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）について、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機
関が行う実地指導の具体的な内容について示されたい。 
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（答）算定可能である。ただし、感染対策向上加算に係る届出を行っている医療機関の医師若しくは看護師等に
よる実地指導又は厚生労働省の事業において実施された実地研修であること。 

（答）貴見のとおり。当該加算は、高齢者施設等における平時からの感染対策の実施や、感染症発生時に感染者の
対応を行う医療機関との連携体制を評価するものであり、研修又は訓練について、前回の参加から長い期間を空けること
は望ましくないが、前回の参加日から１年以内に研修等に参加することができない場合であっても、高齢者施設等におい
て、医療機関等に研修等の実施予定日を把握し、前回の参加日の属する年度の翌年度中に参加する予定が確認でき
た場合であれば、高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）の算定は可能である。

【R6.3.15 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）／133】 
（問133）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）について、令和６年４月以前に新型コロナウイルス感染症
等に対する感染対策として、医療機関の医師若しくは看護師等による実地指導又は厚生労働省の事業※において
実施された実地研修を受けている場合は、実地指導又は実地研修を受けた日から起算して３年間算定してよい
か。 
※令和３年度、令和４年度「介護サービス類型に応じた感染症対策向上による業務継続支援業務」における感
染症の専門家による実地での研修、令和５年度「感染症の感染対策及び業務継続（BCP）策定に係る調査
研究及び当該調査研究を踏まえた研修業務」における感染症の専門家による実地での研修

【R７.10.１ 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.17）／1】 
（問1）高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）について、感染対策を担当する者が、医療機関等が行う院内
感染対策に関する研修又は訓練に少なくとも 1年に1回以上参加し、指導及び助言を受けることを要件として定め
ているが、高齢者施設等は各年度で1回以上研修又は訓練に参加すればよく、前回の参加日から1年以上経過し
て参加した場合でも、各年度で1回は参加する予定があれば算定可能か。 
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※令和６年４月新設加算
1 加算の概要  

新興感染症のパンデミック発生時等において、事業所内で感染した高齢者に対して必要な医療やケアを提供す
る観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で
感染した高齢者の療養を施設内で行うことを評価。 

新興感染症等施設療養費（１日につき） ２４０単位 

２ 地域密着型サービス報酬基準（厚労告126号） 
指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相

談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した利用者に対し、適切な感染対
策を行った上で、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定
する。 

３ 地域密着型サービス報酬基準解釈通知 
新興感染症等施設療養費について 

① 新興感染症等施設療養費は、新興感染症のパンデミック発生時等において、事業所内で感染した高齢者に対して
必要な医療やケアを提供する観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な感染対策や医療機関と
の連携体制を確保した上で感染した高齢者の療養を施設内で行うことを評価するものである。

② 対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生労働大臣が指定する。令和６年４
月時点においては、指定している感染症はない。

③ 適切な感染対策とは、手洗いや個人防護具の着用等の標準予防策（スタンダード・プリコーション）の徹底、ゾ
ーニング、コホーティング、感染者以外の入所者も含めた健康観察等を指し、具体的な感染対策の方法について
は、「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」を参考とすること。
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※令和６年４月新設加算
1 加算の概要  

介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、介護ロボットやICT等のテクノロジーの導
入後の継続的なテクノロジーの活用を支援するため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負
担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを
１つ以上導入し、生産性向上ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、一定期間ごとに、業
務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うことを評価。 

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） １００単位 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） １０単位 

２ 地域密着型サービス報酬基準（厚労告126号） 
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市 

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事業所において、利
用者に対して指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につ  き
次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に  
掲げるその他の加算は算定しない。 

３ 厚生労働大臣が定める基準（厚労告95号） 
イ 生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
（１） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会において、次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。
（一） 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」という。）を活

用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保
（二） 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
（三） 介護機器の定期的な点検
（四） 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修

（２） （１）の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に
関する実績があること。

（３） 介護機器を複数種類活用していること。
（４） （１）の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確保並びに

負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえ、必要な取組を実施し、及び当該取組の実施を定
期的に確認すること。

（５） 事業年度ごとに（１）、（３）及び（４）の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。

□ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
（１） イ（１）に適合していること。
（２） 介護機器を活用していること。
（３） 事業年度ごとに（２）及びイ（１）の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。
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４ 地域密着型サービス報酬基準解釈通知 
生産性向上推進体制加算について 
生産性向上推進体制加算の内容については、別途通知（「生産性向上推進体制加算に関する基本的考え
方並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」）を参照すること。 

【参考】厚生労働省Ｑ＆Ａ 

（答）介護機器の導入前の状況を把握している利用者及び職員がいない場合における生産性向上の取組の
成果の確認については、以下のとおり対応されたい。 

【利用者の満足度等の評価について】 
介護サービスを利用する利用者（５名程度）に、介護機器を活用することに起因する利用者の安全やケアの質
の確保についてヒアリング調査等を行い（※）、その結果に基づき、利用者の安全並びに介護サービスの質の確
保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会において当該介護機器の導入による利用者の
満足度等への影響がないことを確認すること。 

（※）介護機器活用した介護サービスを受ける中での、利用者が感じる不安や困りごと、介護サービスを利用す
る中での支障の有無、介護機器活用による効果等についてヒアリングを実施することを想定している。 

また、事前調査が実施できない場合であって、ヒアリング調査等を行う場合には、別添１の利用者向け調査票に
よる事後調査の実施は不要となる。 

【総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査、年次有給休暇の取得状況の調査について】 
加算（Ⅱ）の要件となる介護機器を導入した月（利用者の受入れを開始した月）を事前調査の実施時期 
（※）とし、介護職員の１月当たりの総業務時間、超過勤務時間及び年次有給休暇の取得状況を調査す
ること。また、事後調査は、介護機器の導入後、生産性向上の取組を３月以上継続した以降の月における介
護職員の１月当たりの総業務時間、超過勤務時間及び年次有給休暇の取得状況を調査し、事前調査の勤
務状況と比較すること。 

（※） 介護施設を新たに開設し、利用者の受入開始月から複数月をかけて利用者の数を拡大するような場
合については、利用者数の変化が一定程度落ち着いたと考えられる時点を事前調査の対象月とすること。この場
合、利用者数の変化が一定程度落ち着いた考えられる時点とは、事前調査及び事後調査時点における利用
者数と介護職員数の比に大きな差がないことをいう。 

（例） 例えば、令和６年１月に介護施設（定員50名とする）を新たに開設し、同年１月に15 人受け入
れ、同年２月に15人受け入れ（合計30名）、同年３月に15人受け入れ（合計45  名）、同年４月に 
２名受け入れ（合計47名）、のように、利用者の数を段階的に増加していく場合については、利用者の増加
が落ち着いたと考えられる同年４月を事前調査の実施時期とすること。 

【R6.4.30事務連絡 介護保険最新情報vol.５】 
(問12)  加 算 （Ⅰ）（※100単位/月）の算定開始に当たっては、加算（Ⅱ）の要件となる

介護機器の導入前後の状況を比較し、生産性向上の取組の成果の確認が求められているが、例え

ば、数年前又は新規に介護施設を開設し、開設当初より、加算（Ⅰ）の要件となる介護機器を

全て導入しているような場合については、当該介護機器の導入前の状況を把握している利用者

及び職員がいないなど、比較が困難となるが、導入前の状況の確認はどのように考えるべき

か。 
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１ 加算の概要 
介護福祉士の資格保有者、常勤職員または一定の勤続年数を満たす者が、一定の割合で雇用されている事業

所が提供するサービスについて評価を行う加算です。 

加算の種類 主な要件 対象従業者 単位 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
介護福祉士が70％以上又は
勤続年数10年以上の介護福
祉士が25％以上配置 

介護職員 22単位／日 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 介護福祉士が60％以上配置 介護職員 18単位／日 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

介護福祉士が50％以上※1、
常勤職員が75％以上※２又は
勤 続 年 数  7 年 以 上 の
者 が   
30％以上※３配置 

※１介護職員
※２看護・介護職員
※３利用者に直接提

供する職員 
６単位／日 

◇ 上記のうちいずれか一つを算定できる。

２ 地域密着型サービス報酬基準（厚労告126号） 
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長

に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、指
定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき上記に掲げる所定単
位数を加算する。ただし、上記に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は
算定しない。 

３ 厚生労働大臣が定める基準（厚告25号） 
イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 次のいずれかに適合すること。

㈠ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分
の70以上であること。 

㈡ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数10年以上の介護福祉士
の占める割合が100分の25以上であること。 

⑵ 通所介護費等算定方法第8号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。
※ 別の告示で定める定員・人員基準に適合していること。

□ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること
⑴ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100

分の60以上であること。
⑵ イ⑵に該当するものであること。

※ 別の告示で定める定員・人員基準に適合していること。
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ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
⑴ 次のいずれかに適合すること。 

㈠ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分
の50以上であること。 

㈡  指定認知症対応型共同生活介護事業所の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が 
100分の75以上であること。 

㈢ 指定認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数七年以上の者
の占める割合が100分の30以上であること。 

 
⑵ 通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

※ 別の告示で定める定員・人員基準に適合していること。 
 

４ 地域密着型サービス報酬基準解釈通知 
➀  職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（三月を除く。）の平均を用いるこ

ととする。ただし、前年度の実績が六月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む。）については、届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。
したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、四月目以降届出が可能となるものであること。 

なお、介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格を取
得又は研修の課程を修了している者とすること。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近三月間の職員の割合につき、毎月
継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の
割合を下回った場合については、直ちに第一の５（加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い）の届
出を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 
➃  勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経営する他の介護サ

ービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を
含めることができるものとする。 

⑤ 同一の事業所において介護予防認知症対応型共同生活介護を一体的に行っている場合においては、本
加算の計算も一体的に行うこととする。 

⑥ この場合の認知症対応型共同生活介護の職員に係る常勤換算にあっては、利用者への介護業務（計
画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業務を除く。）に従
事している時間を用いても差し支えない。 

⑦ 指定認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、介護従業者として勤務を行う職
員を指すものとする。 
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〔例１〕 平成25年４月（平成25年度）から加算を算定する場合〈加算の届出は

３月〉 

〔例２〕 平成25年４月（平成25年度）から加算を算定する場合〈加算の届出は

３月〉 

５ 横浜市における本加算の取扱いについて（兼務の場合） 
本加算は、対象の介護従事者が一定割合雇用されている事業所について評価を行う加算です。本来は、介護

従業者のみの勤務時間を算出するところですが、「平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）（問 
123）」の発出により、直接処遇職員についての考えの中で、管理者及び計画作成担当者（介護従業者と兼務
している場合）の勤務時間も含むとの見解が示されました。

本市では、このＱ＆Ａを受け、他のサービスの加算との関係も考慮し、 
・介護職員、看護・介護職員 : 計画作成担当者が介護従業者を兼務している場合のみ、 計画作成担当

者の時間も含める。（管理者の時間は除く） 
・直接処遇職員 : 管理者及び計画作成担当者が、介護従業者と兼務している場合のみ、管

理者及び計画作成担当者の時間も含める。 
取扱いとしていますのでご注意ください。 

６ 職員の割合の算定方法 
本加算の要件である対象の介護従業者の割合の算出は次の方法により行います。 

（１）職員の割合の算出方法
ア 職員数の算出

常勤換算方法によります。
イ 割合を算出する月とその算定

(ｱ) 前年度の実績が６か月以上ある場合
前年度（３月を除く）の平均の割合が所定の割合以上の場合、算定できます。 

前年度である平成21年度の４月～22年２月（11か月間）の平均の割合で判断します。

前年度である平成24年度の８月～25年２月（７か月間）の平均の割合で判断します。 
(ｲ) 前年度の実績が６か月未満の場合（新規開設の事業所を含む）

○ 加算の届出を行う月の前３か月の平均の割合が所定の割合以上の場合、翌月から算定できます。
※１）届出書類が期限までに提出された場合に限ります。

２）届出の際は、届出を行う月の前月分の勤務形態一覧表（勤務実績）＊が必要です。

＊…【参考様式22】従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 
○ ただし、届出を行った月以降も、算定月の直近の前３か月の割合は維持されなければなりません。そ

のため、各事業所では、毎月、３か月ごとの平均の割合を算出する必要があります。また、その割合を毎
月記録し、所定の割合を下回った場合には、直ちに加算を取り下げる届出を行わなければなりません。

○ なお、新規開設事業所については、前３か月の実績が必要になることから、開設後４か月目から加
算の届出が可能となります（算定開始は５か月目以降）。

○ 加算の届出を行う月は７月なので、「前３か月」とは、４月・５月・６月の３か月となります。４
月・５月・６月の３か月の平均の割合が所定の割合以上の場合、８月から算定できます。
↓ 

〔例３〕平成25年４月に開設し、８月から加算を算定する場合(加算の届出は７月) 
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ただし… 
○ ８月から加算を算定するにあたって、７月の勤務実績が確定していないため、４月・５月・６月の

平均の割合を算出しましたが、実際に８月から加算を算定するには、算定月の８月からみて前 ３
か月である５月・６月・７月の平均の割合で、加算要件を満たしていることが必要です。 

○ ７月の勤務実績確定後、５月・６月・７月の平均の割合を算出し、所定の割合を下回った場合
は、８月からの算定はできなくなります。この場合、直ちに加算を取り下げる届出を行わなければなり
ません。 

○ その後も、 
・９月に加算を算定するには、６月～８月の平均を算出 
・10月に加算を算定するには、７月～９月の平均を算出 
というように、平成21年度中は毎月勤務実績が確定したら、３か月ずつ平均の割合を算出し記録
します。 

割合が維持できなくなった場合は加算を算定することは不可となりますので、加算を取り下げる届
出を行います。 

 

○ 前年度の実績は４か月であるため、加算の届出を行う月は６月なので、「前３か月」とは、３
月・４月・５月の３か月となります。３月・４月・５月の３か月の平均の割合が所定の割合以上の
場合、７月から算定できます。 

○ その後の勤務実績確定後、前３か月の平均を算出し、所定の割合を下回った場合に算定はでき
なくなるのは〔例３〕と同様です。 

 
※割合の算出にあたっては、届出に必要な書類＊に計算式を入力してありますので、活用してください。書類はホ

ームページ（横浜市健康福祉局「高齢者福祉の案内」）からダウンロードできます。 
＊…【参考様式23】サービス提供体制強化加算に係る人員配置状況 

 
（２）介護福祉士・勤続年数が○年以上の者の算出・常勤職員 

ア 介護福祉士又は勤続年数が○年以上の者として算出に含められるかどうかについては、割合を算出する月の 

７月 ８月 

届出 算定 
開始 

７月の勤務実績確定後に算出すると… 

８月 

算定 
不可 

算定月の前３か月の平均の割合＜所定の割合 

７月 
の勤務実績 

６月 
の勤務実績 

５月 
の勤務実績 

届出月の前３か月の平均の割合≧所定の割合 

６月 
の勤務実績 

５月 
の勤務実績 

４月 
の勤務実績 

４月 
の勤務実績 

〔例４〕平成24年12月に開設し、７月から加算を算定する場合(加算の届出は６月) 
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前月末時点で判断します。 

割合を算出する月は、届出月の前３か月である４月・５月・６月 
→それぞれ、４月では３月末時点、５月では４月末時点、６月では５月末時点において介護福祉士の資

格を取得している、または勤続年数が○年以上である者の割合を算出することになります。

※１）介護福祉士の要件としては、登録まで求めるものではなく、例えば、平成21年３月31日に介護福祉士
国家試験の合格し、翌月以降に登録をした者については、平成21年４月において介護福祉士として含め
ることができます。 

２）勤続年数が○年以上であることを証明する書類として、例えば法人が発行する在職証明書など（採用
年月日や勤続年数が明記されているもの）が必要です。

イ 常勤とは
事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達し

ていることをいいます。（36ページ参照）

〔例５〕７月に加算の届出を行う場合 
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７ 厚生労働省Ｑ＆Ａ 

（答）貴見のとおり。 
なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっては、届出を行った月以降において

も、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合については毎月記録する必要がある。 

（答）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得することはでき
ない。 
また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たさないことが判明した場

合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させることが可能となっている。 
なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サービス提供体制強化加算 

（Ⅰ）□の算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための届出が可能であり、サービス提供体
制強化加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能である。 

（答）要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるものではなく、例
えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を確
認し、翌月以降に登録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として含めることができる。ま
た、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明書の交付を待たずに研修修了者として含めること
が可能である。 

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験センターのホー
ムページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録又は修了
の事実を確認するべきものであること。

（答）産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることができる。 

（答）サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下のように規定さ
れているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

【H27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4月30日）」】 
（問63）サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これまでと同様に、 
１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均（３月分を除く。）をもって、運営
実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した事業所）の場合は、４月目
以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでいいのか。 

【H27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4月30日）」】 
（問64）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同時に取得すること
は可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得していた事業所が、実地指導等によ
って、介護福祉士の割合が60％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還となるのか。 

【H21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1)】 
（問２）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎研修課程
修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされているが、その具体
的取扱いについて示されたい。 

【H21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1)】 
（問６）産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

【H21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1)】 
（問10）「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされている平
成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所について、体制届出後
に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 
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「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らか
な場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日
から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月までの実績に基
づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合は、その事実
が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いとなる。 

（答）直接処遇職員（兼務も含む）の労働時間の合計を、常勤職員の勤務時間で除したものが常勤換算数とな
る。 
例えば、職員１０名、常勤職員の勤務時間が１週４０時間のグループホームにおいて、 

①管理者１名（常勤、介護職員兼務）、 
②サービス計画作成担当者１名（常勤、介護職員兼務）
③介護職員４名（常勤）
④介護職員３名（非常勤、週３日、１日４時間…週１２時間）
⑤事務職員１名（兼務無し）

と配置されている場合は、（（①＋②＋③）×40 時間＋④×12 時間）÷40 時間＝6.9（常勤換算
人数）となる。 

なお、この場合事務職員は算定されない。 
上記を参考に、各事業所における常勤職員の勤務時間等を考慮して算定されたい。 

（答）・サービス提供体制強化加算における、勤続10年以上の介護福祉士の割合に係る要件については、 
－介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が10年以上の者の割合を要件としたものであり、 
－介護福祉士の資格を取得してから10年以上経過していることを求めるものではないこと。 
・「同一法人等での勤続年数」の考え方について、
－同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種（直接処遇を行う職
種に限る。）における勤続年数
－事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所
が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続年数は通算することができる。
（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行われる等、職員の労務
管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。
・なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介護職員の「勤続年数10年
の考え方」とは異なることに留意すること。

【H21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1)】 
（問123）グループホームにおける、直接処遇職員の常勤換算の考え方如何。 

【R3.3.26 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）】 
（問 126）「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤続年数はどのように計算
するのか。 
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８  その他（以下R4.7 厚生労働省確認事項） 
【R3.3.26 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）】（問126）については、「事業所の合併」

又は「別法人による事業の承継」の場合に加え、「事業の譲渡」の場合も同様の取扱いとなります。 
また、上記の理由（事業譲渡等）から新規で指定を受ける際に当該事業所の職員に変更がないなど、事業所が実

質的に継続し、運営していると認められる場合には、前年度の職員の勤務実績から算定要件を確認し、指定日より当該
加算を算定することが可能です。 
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※赤字部分は令和８年６月改正部分
１ 加算の概要 

介護職員処遇改善加算は、平成23年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金による賃金改善
の効果を継続する観点から、平成24年度から当該交付金を円滑に介護報酬に移行し、当該交付金の対象
であった介護サービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることを目的に創設されました。 

介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活用されるよう
推進する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等
支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階の「介護職員等処遇
改善加算」に一本化が行われました。 

※本市への届出が必要です

加算の種類 単位 

介護職員等処遇改善加算Ⅰイ １月につき ＊介護報酬総単位数×21.0％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅰロ １月につき ＊介護報酬総単位数×22.8％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱイ １月につき ＊介護報酬総単位数×20.2％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱロ １月につき ＊介護報酬総単位数×22.0％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ １月につき ＊介護報酬総単位数×17.9％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ １月につき ＊介護報酬総単位数×14.9％ 

♢上記のうちいずれか⼀つを算定できる。 ＊介護報酬総単位数＝基本サービス費+各種加算減算

２ 地域密着型サービス報酬基準（厚労告126号） 
別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報

処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応型共
同生活介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に
従い、所定単位数に加算する。 

※制度の詳細は、以下ホームページをご確認ください。
横浜市トップページ ＞ビジネス ＞分野別メニュー ＞福祉・介護 ＞⾼齢者福祉・介護 ＞ 事業者指定・委託等の
⼿続き ＞居宅・施設サービス関連 ＞３ 加算届 ＞ 介護職員処遇改善加算
https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/fukushi- 
kaigo/kaigo/shinsei/kyotaku/3kasan/shogu/
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人員基準上満たすべき員数を下回っている人員基準欠如や、運営基準を満たしていない場合

に、基準により介護給付費の減算が行われます。減算は適正なサービス提供を確保するための規

定であり、人員基準欠如等を未然に防止するよう努めてください。 

（１）人員基準欠如・定員超過利用等に該当する場合の減算

１ 計画作成担当者の人員基準欠如 

計画作成担当者の人員基準欠如（下記の①～③の場合）については、その翌々月から人

員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について介護報酬が70％に減算さ

れます（ただし、翌月の末日において人員基準を満たす場合を除く）。 

① 計画作成担当者を配置していない場合

② 計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合

③ 介護支援専門員の資格がある計画作成担当者を配置していない場合

ただし、研修の開催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となっ

た場合に、研修を修了することが確実に見込まれる介護支援専門員（“（１）人員基準欠

如・定員超過利用等に該当する場合の減算”において、以下、「研修未修了職員」という。）を

新たに配置した場合は、当該配置の翌月から、当該研修未修了職員が研修を修了するまでの

間は、減算対象としない取扱いとなります。ただし、人員欠如減算に該当し得る状況が分かった

段階で、すみやかに市にご相談ください。 

市への事前報告、事前相談がない場合は減算を猶予することは出来ません。 

なお、当該研修未修了職員が研修を修了しなかった場合は、人員基準欠如が発生した翌々

月（看護・介護職員の人員基準欠如が適用されている場合は人員欠如が発生した月から起

算して第四月目に当たる月）に遡って減算を行うこととする。ただし、当該研修未修了職員が研

修を修了しなかった理由が、当該研修未修了職員の急な離職等、事業所の責に帰すべき事由

以外のやむを得ないものである場合、当該離職等の翌々月までに、研修未修了職員を新たに

配置したときは、当該配置を行った月から、当該研修未修了職員が研修を修了するまでの間は、

引き続き減産対象としない取扱いとすることで差し支えありません。 

16 減算について 
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④ 突発的で想定が困難な事象によりやむを得ない事情が生じ、人員基準上必要とされる
員数を下回った場合（１割の範囲内で減少した場合及び介護支援専門員に限る。）で
あって、次のイからニまでの全てに該当するときは、１年に１回に限り、人員欠如の発生が
生じた日の属する月の翌々月までの間、通所介護費等の算定方法に規定する算定方法
に基づく減算の適用を猶予します。
この場合、職員の確保に係る取組及び一時的に職員を確保できないやむを得ない事情である

ことを別紙様式11に記載し、人員欠如の発生が生じた日の属する月の翌月までに速やかに市町
村長に報告すること。なお、別紙様式11には、報告する時点で有効な求人票の写しを添付するこ
と。 

イ 職業安定法（昭和22 年法律第141 号）第８条に定める公共職業安定所（以下単に
「公共職業安定所」という。）又は都道府県ナースセンター、福祉人材センター等の同法第33
条に定める無料の職業紹介事業（以下単に「無料職業紹介事業」という。）を活用して職員
の確保に係る取組を行っていること。なお、やむを得ない事情が生じていない場合においても、職
員の求人を行う場合には、公共職業安定所又は無料職業紹介事業の活用等の職員の確保
に係る取組を行っていることが望ましいです。

ロ職員の確保に係る取組に当たって民間職業紹介事業者を利用する場合においては、医療・介
護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者認定制度による適正認定事業者を含むこ
と。

ハ 公共職業安定所、無料職業紹介事業等を活用して職員の確保に係る取組を行っている場合
においても、当該事業所又は施設が自ら採用情報をウェブサイトで公表する等、職員の確保に
係る取組を積極的に行っていることが望ましいです。

ニ やむを得ない事情が生じた場合であっても一時的に職員の確保ができないことにより、一部の職
員へ過度な業務負担とならないよう、当該事業所又は施設は職員の適正な労働時間管理を
行い、体制の整備を図るよう努めること。

２ 介護従事者の人員基準欠如 

① 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基準

欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について介護報酬が70％に減算されま

す。

② 人員基準上必要とされる員数から１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員

基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について介護報酬が70％に減算さ

れます（ただし、翌月の末日において人員基準を満たす場合を除く）。
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３ 夜勤体制による減算 

夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月に事業所で下記①②

のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、介護報酬が

97％に減算されます。 

① 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16時間をいい、

原則として事業所ごとに設定）において夜勤を行うを職員数が基準に満たない事態が２日

以上連続して発生した場合

② 夜勤時間帯に夜勤を行う職員数が基準に満たない事態が４日以上発生した場合

※ 利用者等の全員とは、事業所の入居者全員分のことです。２ユニットある事業所において、１つ

のユニットで人員基準欠如減算が発生した場合でも、事業所の入居者全員分の介護報酬につ

いて減算が適用されます。

○ 計画作成担当者が配置されていなかった。

○ 介護支援専門員の資格がある計画作成担当者が配置されていなかった。

○ 厚生労働省が定める研修を受講していない計画作成担当者を配置し、当該職員が、研修を

受講しないまま退職した。（又は、受講はしたが研修を修了できなかった。）

◎管理者や計画作成担当者が交代した場合には、変更届の提出が必要です。

管理者と計画作成担当者の変更があった場合は、変更後10日以内に変更届を提出してくださ
い。長期間変更届の提出を怠り、後日、人員基準欠如が発覚し減算適用となった場合、減算額
が高額になり、多額の介護報酬の返還が必要となる場合がありますのでご注意ください。 
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４ ３ユニット２人夜勤体制による減算 
共同生活住居の数が３である指定認知症対応型共同生活介護事業所が、夜勤を行う職員の員数を

２人以上とする場合（指定地域密着型サービス基準条例第112条第１項ただし書に規定する場合に限
る。）に、利用者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、所定単位数から１日につ
き50単位を差し引いて得た単位数を算定する。 

【指定地域密着型サービス基準条例第112条第１項ただし書】 

  ただし、３ユニットの事業所において、全てのユニットが同一の階において隣接し、介護従業者が円
滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該認知
症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると
認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜勤を行わせるために
必要な数以上を配置すること 

【指定地域密着型サービス基準条例第112条解釈通知】 
ただし、３つの共同生活住居を有する指定認知症対応型共同生活介護事業所において、全ての

共同生活住居が同一の階に隣接し、介護従業者が円滑に利用者の状況把握を行い、速やかな対応
を行うことが可能となる構造である場合には、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者によって
夜間の勤務に関するマニュアルの策定や避難訓練の実施といった安全対策が行われ、利用者の安全
性が確保されていると認められている場合に限り、夜勤職員を２名以上とすることができる。 
この場合には、利用者のケアの質や職員の負担にも配慮すること。マニュアルの策定や避難訓練の実

施に当たっては、条例第130 条において準用する条例第103 条において定められた非常災害に関す
る具体的な計画や訓練の実施において、夜間及び深夜の時間帯の勤務を想定した内容を取り扱うこと
で差し支えない。なお、事業所の判断により、人員配置基準を満たす２名以上の夜勤職員を配置した
上で、さらに他の職員を配置する場合については、宿直体制で配置することも可能である。宿直勤務を
行う介護従業者を置く際の夜間及び深夜の時間帯の設定に当たっては、「社会福祉施設における宿
直勤務の取り扱いについて」（昭和49 年８月20 日社施第160 号社会局施設課長、児童家庭局
企画課長連名通知）に準じて適切に行うこと。 
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（２） 身体拘束廃止未実施減算

※令和６年４月改正新設

１ 減算の概要 
指定地域密着型サービス基準第73条第６号及び第７号に規定する基準に適合していない場

合は、身体拘束廃止未実施減算として、利用者全員について所定単位数から基本報酬を減算しま
す。 
該当する場合には、減算の届出を行うとともに、早急に解消するよう努めてください。 

身体拘束廃止未実施減算 → 認知症対応型共同生活介護費 所定単位数の 10／100 
身体拘束廃止未実施減算 → 短期利用認知症対応型共同生活介護費 所定単位数の 1／100 

１ 地域密着型サービス報酬基準解釈通知 
身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた場合では

なく、指定地域密着型サービス基準第73条第６項の記録（同条第５項に規定する身体的拘束
等を行う場合の記録）を行っていない場合及び同条第７項に規定する措置を講じていない場合に、
利用者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、記録を行っていない、身体的
拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束
等の適正化のための指針を整備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を
実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月
から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月か
ら改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 

２ 指定地域密着型サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準（該当部分抜粋） 
６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様
及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

７ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる
措置を講じなければならない。 
イ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ
とができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その
他の従業者に周知徹底を図ること。

ロ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
ハ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する

こと。 
※ 基準の詳細については、４（９）（指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針（条例第

119条）の項目をご確認ください。
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（３）高齢者虐待防止措置未実施減算

※令和６年４月改正新設

１ 減算の概要 
利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、虐待の発生又はその再発を防止するための

措置が講じられていない場合に、利用者全員について所定単位数から基本報酬を減算します。 
具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防

止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年２回以上の研修を実施していない又は高齢者
虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、減算となります。 

高齢者虐待防止措置未実施に対する減算→所定単位数の 1／100 

２ 減算の適用期間 
高齢者虐待防止未実施減算の基準に該当することになった場合は、事実が生じた月から３月後に改善計画
に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間につ
いて、利用者全員について所定単位数から減算します。 

３ 厚生労働省Ｑ＆Ａ 
【R6.3.15 介護保険最新情報vol.1225 令和６年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.１）】
（問 167）高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止するための
全ての措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていなけ
れば減算の適用となるのか。 
（答） ・ 減算の適用となる。 
・ なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意すること。
【R6.3.15 介護保険最新情報vol.1225 令和６年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.１）】 
（問 168）運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実 が、発
見した日の属する月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。 
（答）過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた月」となる 

【R6.3.15 介護保険最新情報vol.1225 令和６年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.１）】 
問 169 高齢者虐待防止措置未実施減算については、虐待の発生又はその再発を防止するための全て
の措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていない事実
が生じた場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から三月後に改善
計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められ
た月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算することとする。」こととされているが、 施
設・事業所から改善計画が提出されない限り、減算の措置を行うことはできないのか。 

（答）改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し支えない。
当該減算は、施設・事業所から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降に当該計画に
基づく改善が認められた月まで継続する。 
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（４）業務継続計画未策定減算

※令和６年４月改正新設

１ 減算の概要 
 感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できる体制を構築するため、業務継続計画が未策定の際
は、基本報酬を減算します。※経過措置期間あり 

業務継続計画未策定に対する減算→所定単位数の 3／１００ 

２ 減算の適用期間 
業務継続計画未策定減算については、指定地域密着型サービス基準第 37 条、第 37条の３又は第 40

条の 16 において準用する指定地域密着型サービス基準第３条の 30の２第１項に規定する基準を満たさな
い事実が 生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基
準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算し
ます。 
なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏

まえ、速やかに作成すること。  

３ 厚生労働省Ｑ＆Ａ 
【R6.５.17 介護保険最新情報vol.1263 令和６年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.６）】 
（問７）業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。 
（答）・感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業 務継続計

画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。 
・なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、 業務継続
計画の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続計画未策
定減算の算定要件ではない。

（R6.３.15 介護保険最新情報vol.1225 令和６年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.１）の内
容より修正） 
【R6.３.15 介護保険最新情報vol.1225 令和６年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.１）】 
問 166 行政機関による運営指導等で業務継続計画の未策定など不適切な運営が確認された場合、
「事実が生じた時点」まで遡及して当該減算を適用するのか。 
（答）・ 業務継続計画未策定減算については、行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した
時点ではなく、「基準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算を適用することとなる。  

・ 例えば、通所介護事業所が、令和７年10月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明し
た場合（かつ、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画の策
定を行っていない場合）、令和７年10月からではなく、令和６年４月から減算の対象となる。
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通知・要領 
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健 事 第 ２ ６ ９ 号 

平成 20年９月 19日 

開設法人 代表者 様 

指定認知症対応型共同生活介護事業所 管理者 様 

横浜市健康福祉局事業指導室長 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）における介護従事者の配置について（通知） 

初秋の候 ますます御清祥のこととお喜び申し上げます。 

日ごろから、本市の福祉行政に御協力いただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、平成 20年４月から事業指導室でグループホームの実地指導を行っていますが、介護従事

者の配置に関し、介護従事者を共同生活住居（ユニット）ごとに専従で配置している事業所やユ

ニット間で兼務している事業所等、事業所間での認識の違いが見受けられました。

介護従事者の人員配置については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準」の第 90条において、ユニットごとに常勤換算での配置基準を満たすように配置する旨

のみを規定していることから、介護従事者の勤務形態についてはユニット間で勤務をすることが

可能と考えられます。（例えば、月・水・金はＡユニット、火・木はＢユニットに勤務という配置

をすることは可能です。） 

しかしながら、基準第 103 条第２項では、利用者の精神の安定を図る観点から、担当の介護従

事者を固定する等の継続性を重視したサービス提供に配慮するべきとしています。  

上記の点と、これまでの実地指導で確認した状況も考慮した上で整理し、本市の介護従事者の

配置に関する考えを、以下のとおりとさせていただきますのでお知らせいたします。 

本市としては、利用者の精神安定面、家庭的な雰囲気での生活等の観点から、介護従事者は、

ユニットごとに専従で配置をすることが望ましいと考えています。この点を留意していただき、

原則、介護従事者はユニットごとに専従で配置をしてくださいますようお願い致します。 

なお、以下のような人員配置は、基準違反となりますので、ご注意ください。 

① 介護従事者が、同じ日において二つのユニットを行き来している。

② 計画作成担当者が、２つのユニットにおいて介護従事者として勤務している。（計画作成担当

者は、利用者の処遇に支障がない場合は、当該ユニットにおいて他の職務に従事することが

できますが、他のユニットの職務に従事することはできません。）

今後とも、良質な介護サービスの提供とグループホームの適正な運営をお願い致します。 
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01111153
取り消し線

01111153
取り消し線

01111153
テキストボックス
令和３年度の報酬改定により、基準が変わっています。
最新の通知をご確認ください。



通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて 

1. 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成１２年３月

３０日老企第５４号）一部抜粋

（一部省略）地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護，小規模多機能型居宅介

護，認知症対応型共同生活介護（一部省略）並びに介護予防認知症対応型通所介護，

介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護（以下「通

所介護等」という。）の提供において利用者，入所者，入居者又は入院患者から受け

取ることが認められる日常生活に要する費用の取扱いについては，（一部省略）指定

地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省

令第34号。以下「地域密着基準」という。），（一部省略）指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36 号。

以下「地域密着介護予防基準」という。） （一部省略）及び「指定地域密着型サービ

ス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」（平成18年３月31日

老計発第0331003 号・老振発第0331004号・老老発第0331017号）（一部省略）をもっ

てお示ししているところであるが，通所介護等の提供において提供される便宜のう

ち，日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって，その利用者等に負

担させることが適当と認められるもの（以下「その他の日常生活費」という。）の取

扱いについては別途通知することとされていたところ，今般，その基本的な取扱いに

ついて下記のとおり定めるとともに，その他の日常生活費の対象となる便宜の範囲に

ついて，別紙によりサービス種類ごとに参考例をお示しするので，御了知の上，管下

市町村，関係団体，関係機関等にその周知徹底を図るとともに，その運用に遺憾のな

いようにされたい。 

記 

１ 「その他の日常生活費」の趣旨 

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者、入居者又は入院患者(以下「利用者

等」という。)又はその家族等の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等

の提供の一環として提供する日常生活上の便宜に係る経費がこれに該当する。 

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と

関係のないもの(利用者等の嗜好品の購入等)については、その費用は「その他の日

常生活費」とは区別されるべきものである。 
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２ 「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「そ

の他の日常生活費」の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなけ

ればならないものとする。 

① 「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサー

ビスとの間に重複関係がないこと。

② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目によ

る費用の受領は認められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益

費、施設利用補償金といったあいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の

内訳が明らかにされる必要があること。

③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な

選択に基づいて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日

常生活費」の受領について利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、

その同意を得なければならないこと。

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額

の範囲内で行われるべきものであること。

⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の

運営規程において定められなければならず、また、サービスの選択に資すると認

められる重要事項として、施設の見やすい場所に掲示されなければならないこ

と。ただし、「その他の日常生活費」の額については、その都度変動する性質の

ものである場合には、「実費」という形の定め方が許されるものであること。

(別紙) 

各サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について 

(1) 通所介護及び通所リハビリテーション，地域密着型通所介護及び認知症対

応型通所介護並びに介護予防通所介護，介護予防通所リハビリテーション

及び介護予防認知症対応型通所介護（居宅サービス基準第９６条第３項第

５号関係及び地域密着基準第２４条第３項第五号関係並びに予防基準第１

００条第３項第四号関係及び地域密着介護予防基準第２２条第３項第五号

関係）

① 利用者の希望によって，身の回り品として日常生活に必要なものを事業

者が提供する場合に係る費用

② 利用者の希望によって，教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者

が提供する場合に係る費用

 (2)～（4）省略 
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